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産業建設常任委員会の概要について 

（報  告） 

 

１．日  時   令和４年１２月２日（金） 

午前 ９時５９分  開 会 

午前１１時２９分  閉 会 

 

２．場  所   大会議室 

 

３．出席委員   委 員 長  小比類巻 孝幸   副委員長  春 日 洋 子 

委  員  久保田 隆 二   委  員  瀬 崎 雅 弘 

委  員  西 村 盛 男   委  員  堤   喜一郎 

議  長  堀   光 雄 

 

４．欠席委員   なし 

 

５．傍 聴 者   議  員  舩 見 昌 功   議  員  遠 藤 泰 子 

議  員  下 山 光 義 

 

６．説 明 員   副市長                   米 田 光一郎 

産業観光課長                中 村 容 三 

産業観光課課長補佐             石 橋 信 教 

産業観光課産業支援係長           松 橋 朋 子 

産業観光課商業振興係長           新 堂 玲 理 

 

７．事務局職員   事務局長  長 根 正 登   次  長  中野渡 孝 英 

議事総務係長  白 銀 壮太郎   主  査  中 嶋 泰 史 

主  事  星   佳奈美 

 

８．案  件   ⑴ スカイプラザミサワの運営状況について 

⑵ 三沢市の企業誘致について 

 

９．会議概要 

小比類巻委員長：定刻より少し早いですが、全員そろっておりますので、始めたいと思い

ます。 

 定足数に達しておりますので、会議は成立いたします。 

 これより、産業建設常任委員会を開催いたします。本日は、所管事務調査として、経済

部産業観光課所管のスカイプラザミサワの運営状況についてと、三沢市の企業誘致につい
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ての２件の調査を行います。 

 それでは、１件目のスカイプラザミサワの運営状況についてを議題といたします。この

件につきましては、平成２１年に中心市街地活性化基本計画に基づく再開発事業の中で、

商店街の核施設として整備されたスカイプラザミサワについて、当時、経営状況が思わし

くなかったことから、かねてより、継続して調査している案件であります。そして、当該

施設の運営については、三沢市からの資本金のほかに、貸付金まであるわけでありまし

て、当委員会としては、その返済が終わるまでは、この調査を実施する必要があると思っ

ております。 

 それでは、市当局より、スカイプラザミサワの運営状況について説明を願います。 

 産業観光課長。 

中村産業観光課長：それでは案件の１点目、スカイプラザミサワの運営状況について説明

いたします。お配りしておりますＡ４縦長の産業建設常任委員会資料（スカイプラザミサ

ワの運営状況について）を御覧いただきたいと思います。 

 表紙をめくっていただきますと、スカイプラザミサワ第１７期定時株主総会の資料がご

ざいます。本年度の株主総会は、昨年度と同様、新型コロナウイルス感染症対策として、

全株主からの同意書を提出していただく書面決議という方式にて実施され、こちらの資料

は、当該書面決議の際に、市長に対して配付された資料の写しでございます。本日は、こ

ちらの資料を用いて説明いたします。 

 さらにページをめくっていただきまして、１ページを御覧ください。第１７期事業報告

書でございます。１、管理部門の⑴テナント部門の状況についてでございますが、昨年度

は、長引くコロナ禍の影響による厳しい経営状況が続く中、徹底した感染対策と、経営改

善に向けた創意工夫を図りながら、安心して来店できる環境づくりを第一に、経営を進め

たとのことでございます。このような状況の中、スカイプラザミサワ株式会社では、入居

テナント店の入れ替わりはあったものの、個々のテナント店の経営状況に応じて、店舗面

積の増床、減床等によるスペースの新規契約等を進めることで、前期以上のテナント収入

を確保することができたとのことでございます。 

 ２ページをお開きください。上段には、令和４年３月３１日時点における、テナント入

居状況の一覧がございますので、御参照いただければと思います。次に⑵アメリカ村にぎ

わい創出イベントの企画・開催の状況でございます。今期は、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大防止のため、昨年に引き続き市内各種イベントが中止となったことから、アメ

リカ村にぎわい創出イベントについても、周辺の状況に鑑み自粛をしております。下段に

移りまして、２、直営小売部門でございます。まず、スカイプラザミサワの売上高では、

各種感染症対策の徹底を図りながら、できる限り休業することのないよう営業を続けたと

のことでございます。輸入食品の主力商品の安定した仕入れが困難な期間もありました

が、売れ筋商品の拡充やレイアウト変更など、経営努力を積み重ねたとのことでございま

す。 

 結果といたしまして、次のページ、３ページの上段に記載してございますが、小売部門

では、売上高が８,３００万円となり、前期の６,６３０万円と比較し、２５.１％の増と

なりました。 
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 次に、スカイプラザ内にあるファストフード店Ｊａｃｋ＆Ｂｅｔｔｙについてでござい

ますが、テイクアウトの強化、モバイルオーダーの導入、ＳＮＳを活用した情報発信な

ど、売上げ向上に向けた取組を実施した結果、売上高約１,０５７万円は、前期の８８６

万円と比較し、１９.４％の増額となりました。しかしながら、営業開始から９年が経過

いたしましたが、利益を得るところまでは行けず、赤字計上が続いていたことから、今回

の１７期をもって無期限の休業措置をとるとのことでございます。 

 次に、青森県立三沢航空科学館にある、Ｊａｃｋ＆ＢｅｔｔｙⅡにつきましては、新型

コロナウイルス感染症拡大に伴う航空科学館の休館により、約８ヶ月間の営業となりまし

たが、新規メニューの追加などを行った結果、売上高約１,０８１万円は、前期の４５４

万円と比較し、２３７.９％の増額となっております。移動販売車であるＪａｃｋ＆Ｂｅ

ｔｔｙ号については、平日における公会堂前でのランチ販売等を実施いたしましたが、新

型コロナウイルス感染症の影響により、市内各種イベントでの出店ができなかったことか

ら、売上高は２２６万円。前期の３０４万円と比較し、２５.８％の減額となっておりま

す。 

 なお、ページをめくっていただきますと、４ページには、スカイプラザミサワ及び各Ｊ

ａｃｋ＆Ｂｅｔｔｙの売上げに係る第１６期と第１７期の比較表と売上げ推移グラフが記

載してございまして、５ページには、直営店舗及びＪａｃｋ＆ＢｅｔｔｙⅡのレジ通過客

数が、それぞれ表とグラフで示しておりますので、御参照いただければと思います。 

 続きまして、６ページから１２ページまでにつきましては、第１７期、令和３年４月１

日から令和４年３月３１日までの決算報告書及び監査報告でございますが、こちらの報告

書は、複式簿記で作成された資料になっております。こちらをわかりやすくするため、単

式簿記により表記した参考資料を添付させていただいております。一番最後のページのほ

うに添付させていただきましたので、こちらの資料で説明させていただきます。 

 それでは、別添資料を御覧ください。スカイプラザミサワ、令和３年度収支実績表。令

和３年４月１日から令和４年３月３１日までの収支でございますが、比較のため、令和２

年度の実績についても記載しております。まず、収入の合計でございますが、令和３年度

は、１億４,８９５万２,０００円で、前年度との比較では、２,１６３万３,０００円の増

となっております。増額となった理由といたしましては、テナント面積増床によるテナン

ト家賃収入の増加や、令和２年度のコロナ禍による入店者数の落ち込みから若干持ち直

し、商品の売上高が増加したことなどが原因となっております。次に、費用の部でござい

ますが、合計額は１億６,２４１万９,０００円で、前年度との比較では、１,５９２万２,

０００円の増となっております。増額の理由といたしましては、売上げの増加に伴いまし

て、仕入れ部分に当たる売上げ原価が増加したことが主な要因となっております。その結

果、収入から費用を差し引いた、経常利益は１,３４６万７,０００円の赤字となり、各種

税金等の支払額を含めた当期純利益については、１,５０９万１,０００円の赤字となって

おります。 

 続きまして、ページを戻っていただいて、１３ページをお開きいただきたいと思いま

す。こちらは第１８期、令和４年度の営業計画書でございます。まず、１、管理部門の⑴

テナント部門でございます。現在のテナント店の状況は、１階のカフェ＆バーＬＩＦＥ様
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が、本年３月３１日をもって退去したため、空き店舗の状態となっております。飲食店の

入居を第一に考え、今期中の新規契約を目指しているとのことでございましたが、コロナ

禍での新規契約には時間を要することが予想され、その間は、レンタルスペースとして有

効活用したいというふうなことでございます。この空き店舗分の家賃収入が減少となるた

め、昨年度と比較いたしますと、僅かながら減少する計画となっております。次に、２、

小売部門の⑴直営小売部門でございますが、こちらは、新型コロナウイルス感染症や、物

価高騰などの影響があるものの、各種イベント時の販売促進のほか、三沢ブランド特産品

や、外国人のお土産品コーナーを新設することにより、新規顧客の取り込みを図り、売上

高の向上に努める予定となっております。１４ページを御覧ください。⑵Ｊａｃｋ＆Ｂｅ

ｔｔｙⅡ、青森県立三沢航空科学館カフェ営業ですが、クレジットカード、電子マネー等

のキャッシュレス決済対応レジに変更し、回転率の向上、感染症対策を図るとともに、繁

忙期にはキッチンカー販売も行い、安心して飲食できる環境づくりに努め、増収を目指し

ているということです。⑷Ｊａｃｋ＆Ｂｅｔｔｙ号、移動販売車営業ですが、メニューの

見直しを実施した上で、青森県立三沢航空科学館や、各種プロスポーツの試合会場での販

売を積極的に進め、増収を目指していくこととしております。 

 １５ページを御覧ください。こちらは今年度、第１８期の収支計画書ですが、収入の合

計である１億８,１２５万円から、費用の合計１億７,９２７万円を差し引いた経常利益

は、１９８万円の黒字となっており、減価償却前の経常利益では、１,３１９万３,０００

円の黒字を見込んでおります。しかしながら、新型コロナウイルス感染症や物価高騰な

ど、経営に影響を及ぼす要因が、今後も不透明な状況であることから、こちらの収支計画

書よりも、厳しい経営状況になることが懸念されております。なお、補足となりますが、

平成２３年３月１５日付けで契約いたしました、市からスカイプラザへの３，０００万円

の貸付契約につきましては、平成２８年度から５か年にわたって、毎年度６００万円を支

払う契約内容となっており、令和２年度をもって最終返済の予定でございましたが、コロ

ナ禍による大幅な収入減等を理由に、２回の返済期限延長の申出を受け、借入金返済の期

限を今年度末、令和４年度末まで延長しております。その際に、令和５年３月２０日を返

済予定日とした借入れ返済予定書が提出されておりまして、このことについて確認したと

ころ、スカイプラザミサワのほうから今年度中に完済する予定であるというふうなことを

確認しております。 

 スカイプラザミサワの運営状況については、以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

小比類巻委員長：御説明ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの説明に対し、質疑応答を行います。 

 委員の皆さんからの御意見、御質問等はございませんか。 

 瀬崎委員。 

瀬崎委員：ただいまスカイプラザの収支報告を受けたのですけれども、令和２年度、３年

度ということで、若干でありますけれども増加しているというのが分かります。それで、

一番最後に説明があった返済金の話ですけれども、令和５年３月２０日に返済するという

ことですけれども、これを見る限りにおいては、やはり赤字決算という状況ですけれど
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も、返済できるという何か根拠とか、決算、予算書では、黒字という計画ですけれども、

そこのところで、返済できると。２年間延長して、かつ、今後令和４年度末でもって返済

するということですけれども、その原因とか、何か理由は明確になっているのでしょう

か。その返済できるという理由については。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：先ほど申し上げたように、スカイプラザミサワのほうに再確認いたし

ました。その際の説明では、今回コロナ禍等で、市中銀行のほうからの借入れ等をされて

おりまして、そちらのほうの借入金が現金として残っておりますので、そちらのほうで対

応できる見込みであって、さらに経営が厳しくなったとしても、また借入金を増やしてで

も返したいというふうなことでお伺いしております。 

 以上です。 

小比類巻委員長：瀬崎委員。 

瀬崎委員：分かりました。 

 それで、令和５年の３月２０日で完済すると。これは一括して返納されるという計画で

しょうか。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：残りの６００万円全てを一括で返済する計画と伺っております。 

小比類巻委員長：瀬崎委員。 

瀬崎委員：わかりました。 

 それで確認したいのですけれども、いわゆる、この説明を受けたところ、店舗数が退去

して、イベントスペースとテナントスペースというところで、これ目安とかそういうの

は、何かもう決まっているか。もう令和４年度も半分過ぎましたよね。そういう状況で、

空き店舗のところに、そういうふうなところは何か入るという情報は入っておりました

か。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：先ほどの説明でも少し触れたのですが、やはりこのコロナ禍というこ

とで、飲食店等の入居は非常に厳しいというふうな状況らしいです。ただ、集客施設でも

ありますので、できれば飲食店等で対応したいと。例えば、ビジネス利用等というふうに

なってしまうと集客が見込めないものですから、できる限り集客力のあるところを目指し

て、今、一生懸命取り組んでいるということですが、なかなかコロナ禍ということで、新

しい入居者が決まらないというふうな状況とのことでございます。 

小比類巻委員長：瀬崎委員。 

瀬崎委員：分かりました。 

 それとあと、Ｊａｃｋ＆Ｂｅｔｔｙですけれども、無期限で休業ということですけれど

も、これはその間は家賃というのは、支払いしていただくということでよろしいのでしょ

うか。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：Ｊａｃｋ＆Ｂｅｔｔｙの経営につきましては、スカイプラザミサワが

直営で運営をされておりました。これまで人件費がかかっていたりとか、電気料等もか
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かっていたり、材料費もかかったり、あと食べ物ですので、やはり食品のロス等もあった

りしたらしいのですが、それがまずなくなると。それで、代わりに直営で同じように実施

しております小売部門の面積を広げまして対応すると。その面積を広げる際には、人が必

要にならないものですから、これまでと同じ人員で可能ですし、面積が増えた分、品数が

増えて、収入も少し増えるというふうな計画になっているとのことでございます。 

小比類巻委員長：よろしいでしょうか。そのほかございませんか。 

 久保田委員。 

久保田委員：すみません、まずぜひ教えていただきたいことがありまして、言葉の単語の

定義として、Ｊａｃｋ＆Ｂｅｔｔｙの説明に出てくる粗利益という言葉があるのですけれ

ども、この粗利益というのは、売上げから商品の仕入れ原価を引くようなイメージのもの

で、よろしいでしょうか。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：そのとおりでございます。 

小比類巻委員長：久保田委員。 

久保田委員：ありがとうございます。 

 ここの３ページのところに、直営飲食店Ｊａｃｋ＆Ｂｅｔｔｙが最後のほうに、大幅な

赤字計上続きというのがあったので、売上げが出ていて、かつ、その商品の仕入れの原価

があって、その人件費の原価をさらにそこに入れると、物すごく赤字になってしまうとい

う認識でよろしいのでしょうかね。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：先ほどの瀬崎委員からの質問に対する答弁でも少し触れたのですが、

やはり飲食店を運営していく上で、どうしても人件費がその分かかってまいります。ま

た、料理をつくる際の光熱水費であったりとか、材料費があるのですけれども、例えば、

普通のものであれば、ある程度賞味期限が長い状態でずっと売り続けることができるので

すが、食べ物となってきますと、やはり消費期限内に消費できないと捨てなければならな

いというふうな部分の要因等もございまして、なかなか黒字に持っていけなかったという

ことで、無期限の休業というふうにして、小売部門に切り替えて運営していくということ

でございました。 

 以上です。 

小比類巻委員長：久保田委員。 

久保田委員：答弁いただきまして、ありがとうございました。 

 最後に一つ聞きたいことがあって、令和５年３月２０日に三沢市からの借入れが返済さ

れるということだったのですけれども、私、すみません、無知だったら申し訳ないのです

けれども、今三沢市は、スカイプラザの株主になっているという感じなのですかね。そこ

をちょっと教えていただきたいと思います。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：まず、返済金につきましては、先ほど説明したとおり、今期をもって

すべて完済となる予定ではございますが、やはり株主の出資は、当時からしております。

一応、株の出資比率につきましては、トータルで１,９６０株発行しているのですが、そ
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のうち三沢市が保有している株が１,０００……。すみません。トータルの株数が４,５７

０株で、三沢市が保有している株数が１,３００ございます。持ち株の比率としまして

は、２８.４５％となっております。なお、筆頭……、一番多く持っている出資者につい

ては、自社株、スカイプラザが保有している１,９６０株で、約４２.８９％保有されてお

ります。三沢市はそれに次ぐ株主という状況になっております。 

 以上です。 

小比類巻委員長：久保田委員。 

久保田委員：御答弁いただきまして、ありがとうございました。 

 ということは、返済が終わってからも、市としてやはりスカイプラザに対しては、関わ

り続けていく必要があるものなのでしょうか。というか、どのように今後関わっていく計

画なのかというところをもしあれば教えていただければと思います。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：ただいま申し上げました株主であるということと同時に、当市の経済

部長がスカイプラザミサワの理事に就任してございます。会計管理者が監事に就任してご

ざいまして、意見をきちんと述べられるような体制にしておりますので、今後も引き続き

まして、協議等に参加させていただきたいと思っておりました。 

 以上です。 

小比類巻委員長：そのほかございませんか。よろしいでしょうか。 

（「はい」と呼ぶ者あり） 

小比類巻委員長：それでは、どうもありがとうございました。 

 今回のこの件については、まずはスカイプラザの貸付金が、今年度中に三沢市からの貸

付金が、返済完了する予定ということを確認いたしました。また、委員の皆さんからも、

三沢市においても、市中心市街地の活性化の核施設としてしっかりと運営が図られるよ

う、市からも働きかけを続けていただきたいという要望もありました。そういうことで、

今後ともこの施設の運営に、市としてもしっかり関わっていただきたいと思います。あり

がとうございました。 

 それでは、２件目の三沢市の企業誘致についてを議題といたします。企業の誘致につい

ては、地方における雇用の場を創出する施策として、昭和の急激な経済発展を遂げている

時代から、全国的に各自治体によって行われてきました。そして、企業としても、地方の

安く広大な土地と、優良な労働力の確保、また、工場が遠方にあることによるリスク分散

などのメリットがあることから、多くの企業が地方都市に新たな工場を展開していったわ

けであります。当市においても、これまで首都圏等に本社を置く企業が誘致企業として立

地しておりますので、これまでの立地状況や雇用等における成果、さらには、今後の展望

などについて調査したいと思います。 

 それでは、市当局より説明をお願いいたします。 

 産業観光課長。 

中村産業観光課長：それでは案件の２点目、三沢市の企業誘致について説明させていただ

きます。資料は、こちらＡ４横長、カラー版の資料となります。 

 表紙をめくっていただきますと、目次のページとなっております。今回は、三沢市の企
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業誘致につきまして、１、企業誘致の現状。２、これまでの取組状況。３、今後の展望の

三つに分けて説明させていただきます。 

 １ページ目を御覧ください。１、企業誘致の現状についてです。こちらの表は、三沢市

に立地する誘致企業を一覧で示しておりますが、個人情報保護の観点から、当該一覧表で

は企業名と業種だけを掲載させていただいております。業種の内訳といたしましては、全

１８社のうち、製造業が１５社、サービス業が３社となっております。 

 ２ページを御覧ください。先ほど御覧いただいた誘致企業１８社に係る雇用状況につい

て、居住地域別にまとめたものです。まずは右側の表、雇用数の合計ですが、男性が１,

００４名、女性が６７８名、合計１,６８２名の方を市内誘致企業にて雇用していただい

ておりまして、そのうち三沢市にお住まいの方が７９５人、おいらせ町が２７０人、八戸

市が２３５人などとなっております。なお、左側には、居住地別の人口割合を円グラフで

表示しておりますが、三沢市が約半数の４７.３％、おいらせ町が１４.１％、八戸市が１

４％、東北町５.４％などとなっております。 

 ３ページを御覧ください。三沢市及び周辺地域の工業団地についてでございます。上十

三地区には、三沢市以外にも六ヶ所村のむつ小川原開発地区や、六戸町の金矢工業団地が

ございます。どちらも広大な面積を有しておりまして、三沢市のライバル的存在でござい

ます。しかしながら、先ほどの居住地別の就業者数に表れているとおり、当該誘致企業の

従業員が必ずしも同一市町村に居住されるものではないため、企業立地の面ではライバル

ではあるものの、両工業団地ともに、その従業員が三沢市内に居住される可能性が高いだ

けでなく、商業圏や生活圏として三沢市も含まれてくるため、広くとらえますと、上十三

地区全体、そして三沢市の経済発展にもつながるものと考えております。なお、参考まで

に、両工業団地の概要を申し上げますと、むつ小川原開発地区の全体面積が３,２９０ヘ

クタール、分譲可能面積がおよそ１,６００ヘクタール、土地単価は１平米当たり１万２,

０００円からとなっております。続いて金矢工業団地については、全体面積が６５.８ヘ

クタール、そのうち分譲可能面積が３６.２ヘクタール、土地単価が１平米当たり１万３,

０４７円となっております。 

 ４ページをお開きください。当市の工業団地２ヶ所について説明いたします。一つ目が

細谷工業団地です。細谷工業団地の全体面積は６２.４ヘクタールですが、そのほとんど

に当たる９５％以上は、既に各企業が立地済みとなっております。なお、株式会社ＲＢＮ

の北側にあります約２.８ヘクタールだけが、現在分譲可能な用地となっております。価

格につきましては、１平米当たり３,０００円からとなっており、むつ小川原開発地区や

金矢工業団地よりも、さらに安価な価格設定となっております。 

 ５ページを御覧ください。同じく、市内に所在する臨空東工業団地です。こちらは、三

沢市墓地公園の北側、県道天ヶ森・三沢線沿線に位置しておりまして、全体面積が３６.

３ヘクタール、分譲可能面積が３５.３ヘクタールとなっております。価格については、

細谷工業団地と同様、未造成ながらも、１平米当たり３,０００円からとなっておりま

す。なお、当市では、立地する企業の規模や要望に合わせて、土地を分譲するオーダー

メード方式を採用しております。こちらの方式により、誘致企業の要望に即した形での誘

致活動を進めることができます。 
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 ６ページを御覧ください。２、これまでの取組状況についてです。近年における企業誘

致の取組状況について説明いたします。まず１点目は、青森県との連携についてです。各

企業が地方等へ立地を検討するに当たって情報を集める際、都道府県単位で検討する場合

が多く、都道府県庁へ問合せをした後に、そこから市町村の紹介を受けるケースが多くご

ざいます。そのため、青森県との協力関係が不可欠であることから、当市では、毎年青森

県への重点要望を行っております。当該重点要望につきましては、以前まで航空機産業の

集積という、一定ジャンルに特化した形で要望してまいりましたが、昨今は、企業誘致の

動向もさま変わりを見せておりますので、令和２年度から企業誘致の業種をより幅広いも

のとして、企業誘致の促進についてという形で要望を実施しております。 

 ７ページを御覧ください。２点目、企業からの相談案件についてです。こちらは、企業

誘致業務が政策部から経済部に移管となった、令和２年度から今年度までの新規相談案件

についてまとめたものです。コロナ禍の影響もあり、首都圏等における積極的な誘致活動

が難しい状況にあったものの、青森県や県の東京事務所等からの御協力もあって、これま

で３か年で、計１３件の御相談をいただいております。問合せのあった企業の業種といた

しましては、製造業が５件、事務系・ＩＴ系のコンタクトセンター等が５件、その他が３

件となっております。なお、これらの半数以上が、県庁または県東京事務所から紹介され

た案件で、先ほど申し上げたとおり情報収集や幅広い誘致活動に当たって、県との連携強

化はメリットが大きいものと考えております。また、業種や企業名等の具体的な部分につ

いてはお伝えできませんが、こちらの相談案件のうち、現在でも継続中のものもございま

す。 

 ８ページを御覧ください。３点目の奨励金についてです。奨励金は、当市の企業誘致に

係る支援制度で、当市に立地する誘致企業に対して、工場等の新設または増設をする場合

の整備費や規模、市民雇用人数に応じて、奨励金を交付するものです。こちらの表では、

平成２８年度から今年度までの支給実績について、立地奨励金と雇用促進奨励金に分け

て、掲載しております。今年度における奨励金については、２企業に対して交付してお

り、いずれも既存企業における工場の増設による案件でございます。 

 ９ページを御覧ください。４点目の、イベント等でのＰＲについてです。コロナ禍によ

り、昨年度まで開催が見送られてきた企業誘致関連のイベントですが、今年度から徐々に

再開されております。今年度は、青森県からの協力要請に基づきまして、三つのイベント

に参加し、ＰＲを行ってまいりました。まず一つ目が、９月に開催されました惣菜デリカ

ジャパンへの青森県とつがる市、三沢市における合同企業誘致ブースの出展です。こちら

のイベントは、全国の食品関連企業が、自社製品等をＰＲする展示会でございますが、そ

の出展企業の中には、地方への進出を検討している企業等もございます。このため、各都

道府県や市町村等が、会場内にブースを設けまして、企業誘致のＰＲを行っているもので

すが、当市についても、県からの要請に基づきまして、先ほど申し上げました、県とつが

る市と合同で出展させていただきました。なお、当該出店ブースに係る費用等について

は、全て青森県に負担していただいております。当該会場の来場者は、本来の目的が別に

あるため、その場でのマッチングに至るケースはありませんでしたが、東京ビッグサイト

という大勢が集まる場所で、不特定多数の方に、しかも関係する方に、ＰＲ活動ができた
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ため、企業誘致に係る新規開拓の可能性が高まるとともに、企業誘致のＰＲのほか、観光

や物産のＰＲも併せて実施することによって、より効率的に、交流が広げられたものと考

えております。 

 １０ページを御覧ください。こちらは１０月に開催された、青森産業立地フェア東京に

ついてです。青森県が主催となり開催した企業誘致ＰＲイベントです。第１部のセミナー

では、三村青森県知事や県内の立地企業がＰＲを行った後、第２部のレセプション交流会

において、参加いただいた企業に対し、当市の企業誘致に係る支援制度等について情報発

信を実施いたしました。 

 １１ページを御覧ください。こちらは１１月に開催された、青森産業立地フェア名古屋

の模様です。形態としては、先ほどの東京のフェアと同様でしたが、第２部のレセプショ

ンでは、当市の米田副市長から、企業誘致に係る当市の魅力や支援制度をプレゼンテー

ションしていただくとともに、名古屋地域の企業の方と情報交換を行ったほか、三沢市の

紹介ブースでは、三村県知事とともに、担当課長からＰＲについても実施してまいりまし

た。 

 １２ページを御覧ください。これまで説明した内容や、昨今の社会情勢等を踏まえ、企

業誘致に関しての今後の展望について、説明いたします。まずは、県全体の企業誘致に係

る動向についてです。冒頭にも説明いたしましたが、昨今はこれまでのような大規模製造

業の立地だけでなく、コンタクトセンターのような、事務系やＩＴ系企業の立地割合が増

えております。これまで県内に立地したコンタクトセンターの状況を見ますと、そのほと

んどが、空きテナントや空き店舗を活用した賃貸借での立地が多い状況にあり、空きテナ

ントとか人口が多く、利便性も高い旧３市の立地が多く見受けられております。なお、こ

ちらのグラフは、青森県へ立地した誘致企業の業種を、平成２９年度以前と平成３０年度

以降で分類したものです。御覧のとおり、グラフ緑色の非製造業の割合が圧倒的に増えて

おります。 

 続いて、１３ページを御覧ください。こちらのグラフは、県内に新規に立地した誘致企

業の件数の推移を１０年ごとにまとめたものです。御覧のように平成１４年度から増加傾

向にあり、令和３年度までの１０年間は、過去最大の１１７件の誘致件数となっておりま

す。先ほどの非製造業が増加傾向にあるという内容と合わせますと、大規模製造業から、

中・小規模ではあるものの、ＩＴ系・事務系の企業の立地件数が増加していることが見て

とれます。なお、大学進学率が高くなってきている昨今、事務系やＩＴ系への就職を求め

る若年者層が多くなっている当市においても、事務系・ＩＴ系企業の立地が必要とされて

いるため、増加傾向にある当該業種の企業誘致活動を強化することにより、事務系の職を

求める若い人とのマッチングができ、若年者層の定住化も期待できるものと考えておりま

す。 

 １４ページを御覧ください。このような動向を踏まえ、今後どのように事業を展開して

いくかといった内容について記載しております。まずは、ＰＲ素材の強化、柔軟な支援制

度についてです。先ほど説明したとおり、誘致企業の業種もさま変わりをしていることか

ら、それに伴い、ニーズ自体も変化しているものと考えております。このような変化に柔

軟かつ速やかに対応しつつ、適切なＰＲを行っていく必要がございます。このことから、
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新規企業誘致活動を強化していくために、パンフレット等のＰＲ素材の刷新や、現在の

ニーズに合った動画等の制作も必要とされているほか、情報収集に関しては、青森県や県

東京事務所、県名古屋事務所等との連携体制をさらに強化し、立地を検討している企業に

対して、よりスピーディーな対応を行ってまいりたいと考えております。 

 １５ページを御覧ください。新規の企業誘致も重要である一方で、既に当市に立地して

いただいている企業との連携も不可欠であると考えております。現在、三沢市に立地して

いる誘致企業の中には、工場等が古くなってきている事業所も、多くございます。他の地

域においては、工場等の建て替えを契機に、周辺市町村や近隣都道府県に新たに工場を建

て直す例も多くございます。このような企業のメリットとしては、新規工場を別地域に立

地する場合、当該都道府県や市町村から新たに奨励金を受け取ることができることが挙げ

られます。当市の既存誘致企業の中には、数百人規模の雇用をされている企業も多いこと

から、当市から撤退する企業を出さないことも重要でございます。また、既存誘致企業へ

のきめ細やかなサポート体制が継続的になされている場合には、当該企業における工場の

増設や規模の拡大、そのほか、関連企業の誘致につながる可能性も高くなります。当市で

はこれまでの３年間、コロナ禍により実施できませんでしたが、以前は市内各誘致企業を

参集した、企業誘致懇談会を開催しておりました。こちらの会合は、市と企業の連携体制

の構築だけでなく、企業同士の連携構築の場としても活用され、そのため、立地企業同士

のコミュニケーションの場としても、活用されているところでございます。今後、適切な

形で、コロナ禍を見極めながら、実施していただきたいと思っております。 

 三沢市の企業誘致についての説明は以上でございます。よろしくお願いします。 

小比類巻委員長：ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの説明に対し、質疑応答を行います。 

 委員の皆さんからの御意見、御質問等はございませんか。 

 久保田委員。 

久保田委員：説明いただきまして、ありがとうございました。 

 私のほうからは二つ質問をさせていただければと思っておりまして、まず資料の１ペー

ジ目で、三沢市の誘致企業１８社の中で、ナンバー１５番ですね。ＲＢＮ、旧公盛テック

というところで、こちらの名前が変わっているのですけれども、答えられる範囲で構いま

せんので、具体的に何が変わったのかとか、そういった会社名が変わっただけなのかそれ

とも会社の内容も変わってしまっているのかとか、そういったところをちょっと教えてい

ただければと思います。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：まず、公盛テックの説明についてですけれども、公盛テックは親会社

が公盛工業で、三沢市のほうに平成２１年度に立地していただいております。その後、分

社化いたしまして、独立する形で公盛テックになっております。こちらの公盛テックなの

ですけれども、先日の新聞に載っておりましたが、経営があまりうまくいかなかったとい

うことで、三沢市のほうへの届出では、令和３年１２月２１日付けで、親会社が出資する

新たな会社、株式会社ＲＢＮのほうに、事業継承をしております。それで、こちらのＲＢ

Ｎとして、これまで雇用されてきた方々をそのまま継続して雇用して、事業を行ったとこ
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ろでございます。 

 以上でございます。 

小比類巻委員長：久保田委員。 

久保田委員：御答弁いただきまして、ありがとうございました。 

 それに当たって、その変わった部分に関して、役所の中では先ほど届出があったという

話はあったと思うのですけれども、何かチェックというか、そういった部分で、何か役所

側がやった対応みたいなところは、どういったところになるのか、もし分かる範囲で教え

ていただければと思います。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：必要な手続としましては、誘致企業でございますので、当市のほうに

工場立地法に基づく届出がされております。それで、こちらの会社名及び住所の変更手続

がなされてございます。この際に、同じ内容で同じ雇用人数で継続されていくということ

でしたので、特に市からの指導等は実施はしておりません。 

 以上です。 

小比類巻委員長：久保田委員。 

久保田委員：ありがとうございました。 

 １点目については、それで理解できました。以上でございます。 

 ２点目についてなのですけれども、資料の７ページのほうにあります、企業からの相談

案件というところについて質問させていただければと思うのですけれども、今までに、令

和２年から計１３件の相談があって、製造５件、コンタクトセンター５件、その他３件と

いうところで、ちょっと答えられる範囲で構いませんので、具体的にそのコンタクトセン

ター５件やその他３件は、どういったような相談が来ていたのかというところをちょっと

教えていただければと思います。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：答えられる範囲ということでしたので、答えられる範囲で申し訳ない

のですが、その他の１件については、宿泊業、ホテルの関係の相談でございました。そち

らは、ホテルのほうで、かなりの従業員を雇うことになるのですが、全国の、特に過疎化

が進んでいるような地域では、そういうふうな宿泊業等でも、誘致企業として奨励金を出

したりする地域もございます。そのために三沢市のほうに、そういうふうな制度がないの

かというふうな相談があったのですが、当市では、宿泊業等について、小売業も同じなの

ですが、地域内で取り合いになるような業種については、誘致企業というふうな位置づけ

にはしておりませんので、そういうふうな奨励金等はないというふうなことではお答えし

たのですが、先般の新聞に載っているように、新しいホテルが造られる計画では進んでい

るということでしたので、我々のほうからの奨励金等を出したりとか、誘致企業として認

定するということはないのですけれども、新たに立地されるというふうな計画になってい

るということでございます。 

 以上です。 

小比類巻委員長：久保田委員。 

久保田委員：理解できました。どうもありがとうございました。 
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 最後に質問ではなくて、意見で終わらせていただくのですけれども、企業誘致に関し

て、コンタクトセンターとかＩＴ系・事務系というのが、最近増えてきているということ

だったのですけれども、私も在宅ワークをどうしても進めたいという思いがあって、結構

調べているのですけれども、最近青森市とかで、東京にある税理士法人が青森市とかに支

店を設けて、そこで企業の税理士業務を、何か受注して、それで県内の人を囲って仕事を

下ろしているみたいなものが、求人を見ていたらあったので、何というか、特に事務系だ

と、企業のバックオフィスの部分とか、経理とか、そういうところだと思うので、多分そ

ういう支社を三沢市に何とかうまく引っ張ってきて、経理とかでも全然いいと思うのです

けれども、そういう支社を作ってもらったときに、三沢市の人をうまく雇用してもらっ

て、かつ、リモートワークというか、自宅でもできるようなことをやってもらうと、在宅

も進みますし、やはりあとは東京の仕事とかがとれるようになってきますので、逆に積極

的にそういう企業に、こちらからアプローチしていって、支社をつくりませんかという

か、そういったことをやってみても非常に面白いのではないかというふうに思いまして、

最後これは意見で終わります。 

 以上です。 

小比類巻委員長：そのほかございませんか。 

 瀬崎委員。 

瀬崎委員：２ページと３ページの件で、企業誘致の雇用者の数、割合なのですけれども、

半分以上が三沢市外ということでありますけれども、この方たちは採用当時から、三沢市

以外から応募されたということでよろしいのか、それとも元々三沢市に住んでいて、出身

もあって移転したとか、そういうデータはありますか。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：毎年の市内・市外の人数については把握してはいるのですが、それが

新たに雇われた人なのか、市内から市外に転出したり、市外から市内に来たりというふう

なものなのかという調査は、実施しておりませんでした。 

小比類巻委員長：瀬崎委員。 

瀬崎委員：分かりました。 

 ちなみに、３ページの三沢市以外の立地されているところに、三沢市から何名ぐらいが

雇用されているか把握されていますか。 

 産業観光課長。 

中村産業観光課長：特定したここの工業団地とか、こちらの誘致企業というふうなことの

特定ではないのですが、三沢市では三沢市内に住んでいる方で、他市に働きに行っている

方とか、逆に三沢市に働きに来ている方というふうな統計はとっております。ちなみに、

三沢市内に住んでいる方の８割の方は、同じ市内に通勤・通学されておりまして、残りの

２割の方は市外に通勤・通学されているというふうなことでございます。中でも、特に六

ヶ所地域へ通勤されている方は、多い状況にはなっておりまして、大体６％、２,０００

人ほどが六ヶ所方面に通っているということでしたので、そのほとんどがこのむつ小川原

開発地区なのであろうというふうには考えております。 

 以上です。 
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小比類巻委員長：瀬崎委員。 

瀬崎委員：他市も、大体同じような状況ということですね。それで、あと、次ですけれど

も、８ページの奨励金の話ですけれども、令和２年と３年は、それぞれ雇用奨励金がゼロ

という状況ですけれども、多分これはコロナの関係だと思うのですけれども、そのゼロの

理由について教えてください。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：雇用奨励金と立地奨励金なのですけれども、どちらも３か年奨励金を

交付するというふうなことになっておりますので、ちょうど平成３０年から令和２年ま

で、実際には、令和元年の途中までなのですが、新たに工場の立地等がなかったというこ

とになっておりまして、先ほどの説明にもありましたけれども、既に誘致している企業の

ほうで、新しい工場の増設が２件ございまして、それの手続を昨年度実施して、今年度か

ら３か年にわたって、奨励金を交付するという予定になっております。 

 以上です。 

小比類巻委員長：瀬崎委員。 

瀬崎委員：了解しました。 

 それで、最後に６ページの航空機産業の集積という件が昔からちょっと、市としてそう

いうのを誘致しようというふうなことがあったと思うのですけれども、今は市としてどの

ような考えを持っておられるか教えてください。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：先ほど申し上げたように、県に対する重点要望については、２年前か

ら、航空機産業の集積という形から、全体的な企業誘致の促進についてというふうな形に

切り替えさせていただいたところなのですが、そのきっかけになったのが、元々国内の旅

客機の製造を目指していたＭＲＪさんのほうの計画がうまくいかなかったということがご

ざいまして、国内での民間航空機の製造が難しいのであれば、三沢市のほうにその業種を

集積するというのは困難なのであろうということと、先ほど申し上げたように、ＩＴ系と

かの企業のほうの勢いが大きくなっておりまして、他地域への進出等も多く見られてきた

ことから、業種を一つの部分に特定するのではなくて、より幅広い業種ということで切り

替えた上で、県のほうに重点要望しているところでございます。 

 以上です。 

小比類巻委員長：瀬崎委員。 

瀬崎委員：ということは、三沢市として特定の航空機産業の誘致・集積というのは、ＭＲ

Ｊが現在、開発中止という失脚のために、もう今後考えないという考えなのか。 

 これについてはどうなのでしょうか。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：先ほど、今年度、名古屋地区で企業誘致の、県が実施している立地

フェアのほうに参加させていただいたのですけれども、航空機産業についてもさま変わり

をいろいろしておりまして、例えばドローン等もそうですし、飛ぶ車というふうな開発も

そうですし、いろんな可能性はあるものと考えております。そのために、名古屋地区との

つながりも強化して、以前のように大きい形での航空機産業の集積というのは厳しいかも
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しれませんが、同じような製造業については、引き続きＰＲしていきたいと考えておりま

す。 

 以上です。 

小比類巻委員長：そのほかございませんか。 

 西村委員。 

西村委員：すみません、私も勉強不足なもので、この機会にいろいろと教えていただけれ

ばと思いまして、参考までにお聞きをしたいと思いますが、三川目の団地というのは、位

置づけはどういうものになっている……、ここには入ってないのですけれども。三川目の

団地というのは、全く種類が違うものなのか、教えていただけないでしょうか。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：三川目工業団地について、今回の資料のほうには載せてございません

でした。それで、一応説明をいたしますと、三川目工業団地については、現在多摩川精機

とか、様々な企業のほうに活用していただいておりまして、県道大町三沢線から、当該地

区の真ん中を通るような形で道路が南北に走っているのですけれども、その道路の西側の

エリアについては、ほとんどの企業で、もう立地している状況でございます。それで、残

りの面積があと０．８ヘクタールほど残ってはいるのですが、ほとんど活用されていると

いうふうに考えております。 

 その一方で東側のエリアについては、現状を見ていただくと分かるかもしれませんが、

ほとんどが畑の状況になってございます。それで、こちらのエリアについては、当市の工

業団地のほとんどがそうなのですけれども、まだ民地の状況にございまして、ただし、農

振地域からは除外してございます。その関係もあって、道路にくっついている土地を少し

ずつ切り売りという形で、住宅が張りついているような状況にございます。そのために、

住んでいる方に迷惑がかかるような、例えば音が出るとか、臭いが出るというような業種

の企業は、なかなか厳しいものとは考えておりますが、先ほどのＩＴ系の企業であったり

とか、音とか、住民に迷惑をかけないような業種であれば、可能であろうというふうなこ

とで、そういうふうな企業のほうを目指して、ＰＲ等はさせていただいております。 

 以上です。 

小比類巻委員長：西村委員。 

西村委員：わかりました。 

 では、三川目は、今日は、今回はたまたま資料には入っていないけれども、そちらも含

めて、今後企業誘致とか、いろんな住宅が近くにあるというので制約はあるかもしれませ

んけれども、そちらも進めていくという解釈でいいのでしょうか。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：そのとおりでございます。 

 積極的にはこちらの資料に載せられるような状況ではないのですが、可能な業種の方々

に対してはＰＲしていきたいと考えております。 

 以上です。 

小比類巻委員長：西村委員。 

西村委員：ありがとうございました。 



- 16 - 

 ちょっと参考までになのですけれども、誘致企業の中で、例えば、なければないでいい

のですけれども、先ほど経営が変わったというものもありましたけれども、経営がなかな

かうまくいってなかったりとか、地代というのでしょうか、そういうものが滞っていると

か、その企業自体、動いているような、予定どおり動いている、稼働していないとか、何

かそういった情報というものは、現状ありますか。ありませんか。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：先ほどのＲＢＮの関係以外では、そういうふうなお話は、三沢市のほ

うには届いておりませんでしたので、健全な経営がなされているとは考えておりますが、

昨今、特に、今現在、物価高騰がどんどん進んでいるような状況でございますので、今後

の状況は、こちらのほうでも、迅速に捉えられるようにしたいと思っております。 

 以上です。 

小比類巻委員長：西村委員。 

西村委員：やはりせっかく来ていただいても、なかなか撤退をしたりとか、いろいろ心配

事もあるので、ぜひともそういった動きは注視をしていただければと思います。 

 行ったり来たりになって、申し訳ないのですけれども、１５ページ、今後の展望という

ことで、すみません、先ほど課長が説明されたのを聞き逃していたら申し訳ないのです

が、既存立地企業へのケアも不可欠ですよという文言がありますが、工場が老朽化した時

期にどこかへ行ってしまうことも考えられるから、そういったケアもしていこうというの

は、今後、今ある企業の人たちに、何らかの支援とか、新たなサポートをもう既に考えて

いるのか、まだ、状況を見ながら、この先の課題というか、テーマ、どのように捉えれば

いいのか。ちょっと、このことについて。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：まず、我々担当のほうでは、三沢市のほうで、企業誘致については、

企業立地推進条例がございます。こちらのほうの規定の中にも、誘致企業に対して、でき

るだけサポートしていきなさいというふうなことが載ってございますので、実施している

ところなのですが、先ほど説明にあったような皆さんからの意見を聞く場とか、あと実際

に相談があった場合にもちろん丁寧に対応するというふうなことで実施しておりまして、

お金とか支援の面では、新たな工場を増設する場合であったりとか、雇用が増える場合に

は支援はございますが、お金での支援というふうなことではなくて、例えば防犯灯が切れ

ているよとか、その企業が実際に困っている相談事をできるだけ受けて、市ができる範囲

内で、そのサポートをしていくというふうな形で取り組んでおります。 

 以上でございます。 

小比類巻委員長：西村委員。 

西村委員：わかりました。ありがとうございます。 

 あと、ちょっと教えていただきたいことがあります。企業誘致と書いているのですけれ

ども、例えば、来る、来ないは別として、教育施設とか、商業施設とか、例えばですよ。

ここの団地の話ではなくて、ちょっと逸れてしまうのですけれども、もう地面ただにする

から来てくださいよとか。例えば、そこにどこかの大学の別キャンパスが来たりとか、そ

ういったのは今ルール的には可能なのでしょうか、やることは。場所とか予算とかいっぱ
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いあると思うのですけれども、規則的には、今できるものなのでしょうか。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：先ほど申し上げたように、我々は、企業立地推進条例に基づいた活動

を実施しておりまして、実は、様々な大学の誘致についても、商業施設等の誘致について

も、必要となった場合ということで、県のほうに相談したことがございます。それで、県

のほうからの指導では、企業誘致に係る工業団地というのは、例えば用途地域でいきます

と、市内の中心市街地周辺では、南町のほうにございます駅東工業団地があるのですけれ

ども、そちらのほうが、工業団地であったり準工業地域であったりというふうな位置づけ

になっているのですが、その工業を営む場では、その工場が生産をしやすい環境が必要で

して、先ほど言ったような音が出たりとか、においが出ても大丈夫な環境のままにしてお

く必要があるというのがまずルールとしてございます。一方では、住宅地であったりとか

学園都市等であると、そういうふうな、うるさい場所であったりにおいがするとまずいと

いうふうな地域になってくるものですから、それぞれの地域を別々に、できれば離した形

で設置していく必要があるということでして、もし実施するのであれば、企業誘致という

ふうな観点ではなく、例えば、学園都市構想みたいな計画を、学校のほうの担当のセク

ションのほうで計画していくというふうな手法が、本来の姿なのであろうというふうに考

えております。 

 以上でございます。 

西村委員：わかりました。ありがとうございます。 

小比類巻委員長：よろしいですか。 

西村委員：はい。 

小比類巻委員長：堤委員。 

堤委員：現在、市のほうで手応えがある、可能性があるという感じで、企業誘致に市とし

て望みがあるというか、そういうふうな企業を捕まえている、会社というか、そういうの

は現在ありますか。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：まず、先ほど申し上げました既存企業に対する工場等の増築等はもち

ろんＰＲ等はしておりますし、新たに相談を受けている部分の中にも、具体的な数値等は

ちょっと申し上げにくいのですけれども、数社は、まだ継続して、こちらのほうからＰＲ

活動を続けている状況でございますので、全くないということではないという状況でござ

います。 

小比類巻委員長：堤委員。 

堤委員：問いかけというかをしている会社は、数社あると。私が聞きたいのは、その中で

も望みがかなり濃厚というか、そういうふうな捉えられる会社が今あるかどうか。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：我々の誘致をする立場からすると、ぜひ来ていただきたいというふう

なこともありますので、手応えはあるというふうには思ってはいるのですが、各会社等で

やはりその経営方針であったりを決定していくに当たって、社内での議論というふうなも

のがかなり必要になるそうで、トップダウン等でそこの社長さんがぼんと気に入ったとい
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うふうになってくれればもちろんいいのですが、今現在すぐにというふうな案件は、なか

なかないのですが、ある程度長期的な観点で、うちのほうも粘り強く交渉していけば、三

沢市に実施してくれるかもしれないというふうな企業はあるというふうに考えておりま

す。 

 以上です。 

堤委員：誘致企業の最後が、この１８番。１ページの１８番ということで、いいのです

か。それから、令和４年１２月ですけれども、何年ぐらいたっているか。新しい誘致企業

が進出していない期間は、どのくらいになりますか。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：一応、こちらに記載されている１８社のうちの順番としましては、最

後はやはりこの１８番目のエネルギープロダクト三沢工場になりまして、こちらの創業年

月日が、平成３０年７月になっております。新規の工場の立地は、こちらが最後となって

おります。 

 以上です。 

小比類巻委員長：堤委員。 

堤委員：平成３０年ということは、今は令和４年だよね。４年ぐらいはまだヒットしてい

ないという形でいると。一生懸命、市はジャブを打っているけれども、あとは、向こうの

判断がどうなるかという感じでいるということで、そういうふうに捉えたのだけれども。 

 そんな感じでいいですか。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：先ほど瀬崎委員のほうからお話が少しあったのですけれども、３０年

以降において、やはりコロナの影響等がございまして、なかなかこちらのほうから積極的

な活動ができませんでした。一方では、既に三沢市のほうに立地している企業のほうに

は、ある程度のＰＲ等もできておりまして、先ほどの奨励金のほうで説明があった２社の

工場の増設というのはありましたが、新規の誘致については、実際には今が、積極的に動

き出したというふうな状況になってございます。 

以上でございます。 

小比類巻委員長：堤委員。 

堤委員：なかなか難しい時代になってきているというか、状況だと思うのですよね、誘致

企業というのは。最初に課長から説明があったときには、私の聞く理解では、県のほうに

お願いをしていると。県中心に、誘致活動をしているのだというふうに聞きました。最後

のほうになって１４ページかな。市の取組として、パンフレット等、ＰＲ素材の印刷と

か、そして２番目に、青森県との連携というようなことで、まずは、市が誘致活動をする

のだというふうに書いてあるのではないかなと思っていますけれども、そうすると、前

後、今は企業誘致の方針として、県を主体にしてやっていくというふうに理解していいの

か。１４ページのように、市が独自に企業誘致活動を進めていくのかというふうな体制に

ついて、もう１回申し訳ない、市長はどのような計画で、今やっているのかということを

説明してくれませんか。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 
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中村産業観光課長：この資料のつくり方としても、適切な御意見だったとは思うのですけ

れども、実は、先ほど申し上げましたコロナ禍の影響で、我々が、東京、首都圏等で積極

的な誘致活動ができなかったというふうな背景もあって、これまでかなり県の東京事務所

のほうに頼らざるを得なかったというふうな期間がかなりございました。ただ、今年度か

らは少しずつなのですが、我々も首都圏等に出向くことが可能になってきておりましたの

で、できる限り市でも積極的に活動しまして、県とも連携を強化してというふうな形で、

双方ともに協力し合っていければというふうに考えております。 

以上でございます。 

小比類巻委員長：堤委員。 

堤委員：県を信用しないわけではないのですけれども、私個人とすれば、青森県内の中で

考えると、４０市町村のアイデアと情熱の競争だと思うのですよね。それによってなし得

ると思っているのですけども。県は、やはり４０市町村抱えていると、どのように配分す

るのか。三沢の特徴としては、航空、飛行場が、基地があるということが一番の売り物に

なるでしょうけれども、そういうものが来れば、三沢に、話があるかもしれないけれど

も、過去の例から見ると、基地に関連する企業として、八戸にどーんと誘致された会社が

あるのですよね。あれ、これ、三沢に一番関係あるのではないかなと。今も活動している

と思います。そういうことがあったものですから、なかなか県に頼みっぱなしというか、

それもいかがなものなのか。なかなか成功に終わらせるのには、大変ではないかなと考え

つつ、やはり５０％以上は市独自で、いろんな人脈を使って、あるいは自分たちで掘り出

して、探し出して、三沢に合ったような企業を独自に見つけるのが一番いいのではないか

なと思うのですけれども、この件についてはいかがですか。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：堤委員のおっしゃるとおりであるというふうに、我々も考えておりま

して、今後はさらに、やはり市独自ででも活動をしていって、県に頼るだけではなくて、

市独自での活動もさらに強化してまいりたいと思っております。 

 以上です。 

堤委員：そこで、いろんなアプローチは多方面に当たってやるでしょうけれども、一旦、

決まりかけたような企業でも、なかなか三沢に決まったはいいけれども、決まりそうだと

いいけれども、この人材難ということがあるのですよね。三沢でそれを受け入れて、対応

できるかという問題が次に、来るのではないですか。予算も、あるいは土地も、いろいろ

条件があると思いますけれども、この資料の中にもあるように、半分はよその市町村に、

業種にもよるだろうけれども、依存しなければならないという状況を、中長期的にやはり

考えていかなければならないのではないのかなと。 

 今の人材育成の小中高、三沢の状況からいうと、人材はやはり専門的な理数科系という

か、そういうふうなことになると、やはりよその市町村のほうに何とか競争しても負ける

のではないかな。そうなると、今からもう何年もかけて人材育成をしていかなければなら

ないのではないか。瀬崎委員も西村委員も言いましたけれども、例えばですよ。例えば、

遠くはもう考えなくても、工大一高、二高の理数系とか、光星学院もあるかもしれないけ

れども、あれは野辺地西高か。ああいうふうな理数系のね、分校でも、三沢に用意をし



- 20 - 

て、そして、人材を育成すると。どうしても今はね、理数系の人たちの就職が強い。ここ

の立地から見ても、三沢の基地、自衛隊、米軍に関しても、それから六ヶ所の原燃につい

ても、新たな企業、昔みたいに大きな企業がだーんと土地を用意して、それから市の予算

を用意して、企業誘致するという時代ではなくて、コンパクトでも人材があれば、特色あ

る誘致ができるのではないか。ただ誘致するのではなくて、三沢のその利点を利用した、

新たな戦略。企業誘致の戦略を、やはりある程度絞ることも。私は、ここに単純労務者が

主体となるような企業は幾ら規模が大きくても、もういっぱいいっぱいだと思いますよ。

三沢市内では。よそからとってくるのだったら、まだあれだけれども。そうすると、やは

り誘致企業に対する戦略をこれから考えていく必要があるのではないか。それが、ほかの

市町村に競争で勝つ一つの方策ではないかなというふうに思いますけれども、その戦略

は、今以前と同じような感じですか。それとも、何か考えていることがありますか。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：おっしゃるとおりだというふうに捉えておりまして、既存の、特に製

造業の企業の方から人材不足について、御相談を受けたりもしておりまして、既に立地さ

れている企業さんのほうでは、先ほど出てきた高校等だけではなくて、津軽地域のほうに

までＰＲしたりされているというふうなことでお伺いしております。 

 一方で、ハローワークの就職の希望状況と、実際の求人を出している企業の割合ですけ

れども、求人の倍率になりますが、平均値では大体２ぐらいですので、１００の就職を希

望される方がいた場合に企業が人材を欲している人数が２００人いる状況なのですが、一

方で、ＩＴ系・事務系、先ほど申し上げた企業等については、１００人の生徒がいた場合

の就職先として、募集しているのが５０人程度、半分ぐらいというふうな状況にございま

す。そのため、市としては、先ほど申し上げたようなＩＴ系・事務系の企業のほうに力を

入れるようにシフトしていっている最中というふうな状況でございます。 

 以上です。 

堤委員：非常に簡単ではないと思います。簡単ではないけれども、やらなければならない

ことは、やらなければないというふうに思いますので、ぜひ時代に合う、そして三沢に合

うような企業誘致の方策というか、運動展開の模索というか、これからするべきではない

かなと思います。いつものような繰り返しでは、やはり１年、２年、３年と何もないよう

な形で進むというのは、やはり三沢市にとってマイナスだというふうに思います。 

 それと、最近のヒットとして、この間新聞に三沢高校、三沢商業の生徒との懇談会か

な、その記事が出まして、いろいろ提言があったような文面でしたので、非常に私も参考

になって、いいことだなというふうに思っていますけれども、私が今言っているものの新

聞記事は分かりますか。三沢市と高校生との意見交換会みたいな。分かりますか。あの中

で説明されていましたけれども、あの中にやはりね、一番感心だったのが紙の宣伝、ＰＲ

よりも、今はＳＮＳという文面が載っていました。ぜひとも、これ一番大事だと思うよ、

今。もうスピード、それから相手に訴える量、これはもう積極的にＰＲの戦略に使うべき

だと思いますけれども、いかがでしょうか、これについて。 

小比類巻委員長：産業観光課長。 

中村産業観光課長：一応、１４ページのほうにも少し触れてはいたのですけれども、ただ
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いまの堤委員からの御意見は、ごもっともな意見でして、我々もこれまでの紙でのＰＲだ

けではなくて、動画というふうな形で記載させていただいたのですけれども、この即時的

なＰＲ媒体ということで、短い動画もそうですし、先ほどのＳＮＳでの発信というふうな

ものも同じように即時的な媒体というふうなことで必要であろうというふうに思っており

ましたので、そちらのほうに力を入れていきたいと思っておりました。 

 以上でございます。 

堤委員：産業観光課長ね、私はあなたよりも歳、大分上なのだけれども、議員の発言につ

いてごもっともとかというふうな言葉は要らないと思う。何も同意していただくために、

質問しているわけではありませんから。事務的な答え方で十分ですので、今後は十分その

辺は気をつけてもらいたいと思う。 

 以上です。 

小比類巻委員長：その他ございませんか。 

 ただいま、各委員から多くの御意見が寄せられました。やはり誘致企業は、今回の資料

にもあるように、雇用者実績など三沢市に非常に多くの利益をもたらすということは分か

りますが、その経営状況をしっかり把握していただかなければ、逆に、市民の生活に非常

に影響があるということもありますので、これからもこの誘致企業の経営状況について、

把握、サポートをしっかりお願いしたいと思います。また、受入れ企業のこれからの分野

などが多岐にわたっているという報告もありました。やはり多くの委員から出たように、

市主導の企業誘致活動、新しいアイデア、これをもって、さらに、県など、その上で県な

どと連携して、しっかりと企業誘致が成功するように、努めていただきたいと思います。 

 それでは、以上で本日の案件は終了となります。 

 なお、この所管事務調査については、定例会で報告をすることになりますが、この内容

については、正副委員長に御一任いただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「はい」と呼ぶ者あり） 

小比類巻委員長：それでは、そのようにさせていただきます。 

 これをもちまして、産業建設常任委員会を閉会いたします。 

 ありがとうございました。 

午前１１時２９分 閉会   

 

以   上 

 

委 員 長   小比類巻 孝幸   

 


